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３．中山間地域等直接支払制度創設までの経緯

○ 欧州諸国においては、イギリスでは１９４０年から、フランスでは１９７２年から、ドイツでは１９７４年から条件不利地域へ
の支援策として、直接支払が、その他の支援策とともに採用されてきたところであり、１９７５年からは、EUレベルにおいても
共通農業政策の中の一つの支援手法として、条件不利地域支払が導入された。

○ この間、我が国の農業政策においては、条件不利地域に対して、農業生産基盤（水路・農道等）や農村生活環境基盤（集
落排水施設等）の整備に対する補助率の嵩上げや農産物加工施設等の優先的な整備、他地域と比較して長期低利での
資金融資などの優遇措置を実施してきたが、個々の農業者等への直接支払による支援は採用していなかった。

○ 新たな農業基本法の制定を含む農政全般の改革について検討を行うために設置された「食料・農業・農村基本問題調査
会（内閣総理大臣の諮問機関）」の答申（平成１０年９月）において、「河川上流域に位置する中山間地域等の国土・環境保
全等の多面的機能によって、下流域の都市住民を含む国民の生命・財産と豊かなくらしが守られていることを認識すべき｣、
｢公益的な諸価値を守る観点から、公的支援策を講じることが必要」とされた。併せて、同答申では、中山間地域等への直
接支払について、「新たな公的支援策として有効な手法の一つである」との評価がなされた。

○ この答申を踏まえ、農林水産省がとりまとめた「農政改革大綱」（平成１０年１２月）において、中山間地域等への直接支
払について｢実現に向けた具体的検討を行う｣こととされるとともに、「食料・農業・農村基本法」（平成１１年７月）においても
直接支払の創設について規定された。

○ 平成１１年１月、中山間地域への直接支払の具体的検討を行うため、｢中山間地域等直接支払制度検討会」が設置され、
同検討会における制度設計に関わる議論を経て、同年８月に｢中山間地域等直接支払制度検討会報告｣が取りまとめられた。

○ この検討会報告を踏まえ、ＷＴＯ農業協定において削減対象外の「緑」の政策とするとともに、我が国の農業・農村の状
況に併せた具体的な制度検討（対象となる地域、農地、農業者、行為や単価設定の方針等）を経て、平成１２年度から中
山間地域等直接支払制度が実施に移された。
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５．農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成二十六年法律第七十八号）の概要

１．農業の有する多面的機能が、国民に多くの恵沢をもたらす極めて重要な機能であることを踏まえ、その発揮の促進を図る取組に対し、
国、都道府県及び市町村が相互に連携を図りながら集中的かつ効果的に支援を行うことを旨として、その発揮の促進が図られなければ
ならない。

２．農業の有する多面的機能の発揮の促進に当たっては、その発揮に不可欠であり、かつ、地域における貴重な資源である農用地の保全に
資する取組が、長年にわたって農業者その他の地域住民による共同活動により営まれ、良好な地域社会の維持及び形成に重要な役割を
果たしてきているとともに、農用地の効率的な利用の促進にも資するものであることに鑑み、当該共同活動の実施による各種の取組の
推進が図られなければならない。

基本理念（第２条）

１．農林水産大臣による「基本指針」の策定（第４条）

２．都道府県知事による「基本方針」の策定（第５条）

３．市町村による「促進計画」の作成（第６条）
…市町村は、基本計画に即して、農業の有する多面的機能の発揮を促進する

事業の実施を促進する計画を作成。

４．農業者団体等による「事業計画」の作成・実施

（第７条）
…農業者の組織する団体等は、事業計画を作成し、市町村に認定申請。認定

された事業計画に基づき事業を実施。

１．農用地の保全又は利用上必要な施設の管理に関する取組（第１号）
【多面的機能支払】

イ． 水路、農道、農地法面等の機能を維持するための取組【農地維持支払】
ロ． イの機能を増進するための改良、補修等の取組【資源向上支払】

２．中山間地域等における農業生産活動の継続を推進する取組（第２号）
【中山間地域等直接支払】

３．自然環境の保全に資する農業生産活動を推進する取組（第３号）
【環境保全型農業直接支払】

４．その他省令で定めるもの（第４号）

○ 国、都道府県及び市町村による費用の補助（第９条）

○ 農業振興地域の整備に関する法律の特例（第10・11条）
…農用地区域の設定手続の簡素化、農用地区域からの除外の厳格化。

○ 土地改良法の特例（第12条）
…都道府県営の土地改良施設における管理委託の特例。

計画制度（第４〜６条）支援対象の取組（第３条第３項）

事業計画の実施に対する措置

○ 施行期日：平成27年４月１日

○ 検 討：施行後５年を経過した場合に、本法律の施行状況を勘案
し、必要がある場合には、本法律の規定について検討し、
必要な措置を講じる。

附則

○農村地域の⾼齢化、⼈⼝減少等により、地域の共同活動によって⽀え
られている多⾯的機能の発揮に⽀障。
○農地集積が進む中で、⽔路・農道等の管理に係る負担が担い⼿に集中

背景 農林⽔産業・地域の活⼒創造プラン（平成25年12⽉10⽇農
林⽔産業・地域の活⼒創造本部決定）において、⽇本型直接
⽀払制度の創設が位置付け。
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